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研究成果の概要（和文）：教育問題を考える時に重要な内生性の問題に対処するために、実験的な手法の結果と
非実験的な手法の結果を比較した結果、非実験的な手法の選択や被説明変数の選択によって両者の結果が大きく
異なることが判明した。双子データを使用した教育効果の分析の結果、日本の教育年数の効果は1年教育年数が
増加すると９％収入が増加する結果が得られた。また日本の義務教育時間の拡大が親の教育投資に与える影響に
関しては、小中学校の土曜日授業の再開を義務教育時間の拡大と捉え、親の子どもへの学習塾等への支出に与え
る効果を分析した結果から、授業時間の拡大は親の教育支出を減少させる、特に高所得の親の支出の減少に大き
く表れることが判明した。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to analyze effects of family social environments
 and learning methods in the early childhood on the human capital accumulation. And we have the 
following tentative results: (1) In order to investigate the problem of endogeniety, comparing 
experimental and non-experimental estimators, we found that sample design and selection of explained
 variable are every crucial to the results. (2) Analysis on twin data shows that the longer 
educational period of one year, the more annual income (around 9% up) they get.  (3)Increase in 
school hours at elementary and junior high schools decrease of parents’ educational costs.
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１． 研究開始当初の背景 

幼少期教育の効果に対する関心が高まるにつれて、

近年経済学においても研究の蓄積が急速に進んでき

ている。例えばAlmond and Currie(2011)は、特に5 歳

以下の幼児期における人的資本への投資がその後の

子どもの教育達成のみならず、生産性や賃金にまで

影響することを明らかにしている。研究分担者の

乾・中室も出生時における体重の差異が、その後の

成績、学歴、賃金などに与える影響について、わが

国の一卵性双生児のデータをもちいた実証研究を行

い、出生時体重の重い子どもの方が少なくとも15 歳

までの学力にプラスの影響を与えているとの結果を

得ているが(Nakamuro, Uzuki and Inui(2013))、同

じデータを用いて高校及び大学の教育の質が学力や

賃金に与える影響は限定的であることを明らかにし

ている(Nakamuro, Oshio and Inui(2013)、Nakamuro 

and Inui(2013))。 

以上のように、幼少期の人的資本に対する投資は、

高校や大学などその他の教育段階での人的資本投資

と比較してリターンが高いことがわかってきており、

幼少期教育の充実は重要な政策課題となりつつある。

こうした流れを受けて国外においては急速に研究の

蓄積が進んでいる。特に最近では、「教育」といっ

たときに、学力やIQ で計測される認知能力のみなら

ず、我慢強さや対人能力など非認知能力の形成もそ

の一部を成すとの認識が広がりつつある。我慢強さ

や対人能力などが子どものその後の人生における学

歴、賃金、昇進、更には健康観にも影響を与えるこ

とが明らかになりつつある（詳細な議論に関しては

Almond, Duckworth, Heckman and Kautzm(2011)）。

Heckman, Pinto and Savelyev (2012)は、上述した

ような幼少期の教育が子どものその後の人生に長期

的な効果を持つメカニズムとして、幼少期に培われ

た非認知能力の影響があることを明らかにしている。

国内においては、後述の通り、データの制約もあり、

幼少期教育の効果に関する経済学的な研究を進めて

いるのは応募者の研究チームに限られている。応募

者の研究チームに至っても、海外の研究が着目して

いるような幼少期教育における非認知能力の形成メ

カニズムについてはこれまで十分な検討を行うに至

っていない。 

 

２． 研究の目的 

幼少期における教育の効果に対する関心が高まるに

つれて、近年経済学においても研究の蓄積が急速に

進んできている。これらの研究においては概ね、幼

少期における教育投資や教育環境が、その後の子ど

もの発達・学力・生産性に大きな影響を与える可能

性が指摘されている。しかしながら一方では、どの

ような教育投資が費用対効果の面からみてリターン

が高いかという点に関しては現在でも十分に解明さ

れていない。また教育は社会文化的な影響に関して

十分配慮する必要があることから、日本の幼少期に

おける教育政策を考察するうえでは、日本の児童の

データを使用した厳密な実証分析を行う必要がある。

そこで本研究ではランダム化比較試験（RCT）の手法

等を活用し、幼少期の教育が個人の人生に与える効

果を検証し、分析に基づく政策的な提案を行う。 

 

３．研究の方法 

本研究は、幼少期における人的資本投資の短期的・

長期的な効果定量的に明らかにすることを目的とし

ており、その方法として(1)公文教育研究会と協働し

幼児教育プログラムの効果測定をランダム化比較試

験の設計で行う。(2)インターネットモニターを対象

にして双生児データを収集し、幼児教育が労働生産

性や健康感に与える影響を特定する。(3)21世紀出生

児縦断調査＜厚生労働省＞の個票データを取得し、

家庭環境、家族構成、親の関わり方などが子供の非

認知能力の形成にどのような影響を与えるのかを明

らかにする。そのために、３つの研究についてそれ

ぞれプロジェクトリーダーを定め、チームで分担し

て研究を進めるが、相互の研究成果の進捗状況を各

年ごとに確認し、互いに連携を取って進めていくと

いう方法をとる。 

４． 研究成果 



分析の結果、以下のような結果が得られた。 

（１）教育の効果を分析する際に重要な内生性の問

題に対処する方法に関して、内生性の問題に厳密に

対処するための、実験的な手法の結果と非実験的な

手法の結果を比較した結果、実験的な手法の結果と

非実験的な手法では、非実験的な手法の選択あるい

は被説明変数の選択によって両者の結果が大きく異

なることが判明した。また、教育のデータを使用し

た解説書「原因と結果の経済学：データから真実を

読み解く思考法」を刊行した。 

（２）双子データを使用した教育効果の分析の結果、

日本の教育年数の効果は 1 年増加すると９％収入が

増加する結果が得られた。 

（３）日本の義務教育時間の拡大が親の教育投資に

与える影響に関する研究では、小中学校の土曜日授

業の再開を義務教育時間の拡大と捉え、親の子ども

への学習塾等への支出に与える効果を分析した結果

からは、授業時間の拡大は親の教育支出を減少させ

る、特にその効果は高所得の親の支出の減少に大き

く表れることが判明した。 
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